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本日の内容本日の内容

本における タウ 事業 達成と特徴１．日本におけるエコタウン事業の達成と特徴
・日本におけるエコタウン事業の展開

2.エコタウンから資源循環イノベーションへ
その１ 循環の安定による産業へ低炭素資源供給
その２ 資源循環の「環」をエネルギーの「環」にそ 資源循環 環」 環」

ダブルゼロエミッション
⇒エコタウンを地方創生の拠点に

その３ エコタウンの環境成長戦略としての意義

2
３．エコタウンを環境成長の起点に
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環境調和型まちづくりの先駆けとしてのエコタウン
（1997年から2006年に北九州市他26都市が指定）

3

（経産省）循環型社会の拠点としてのエコタウン事業の整備

1997年から2006年までの10年間で 経済産業省が2006年におこなったエコ1997年から2006年までの10年間で

経済産業省と環境省が、２６のエコ
タウンを認可して、６２の施設を整
備してきた

経済産業省が2006年におこなったエコ
タウン施設（24都市60施設）の調査をも

とに、600億円の補助に対して
1650億円の投資があることを解析。

備してきた

国内のエコタ タウ 環境産業進行形 環境調国内のエコタ
ウン事業の

分布 4

エコタウン・環境産業進行形，環境調
和型まちづくり事例集，藤田壮監修，

経済産業省発行，2006
4
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エコタウンの達成と将来展開
2008年全国エコタウン大会＠愛知から

1997-エコタウ

1998-循環型経済

社会形成基本法
施行

都市インフラタウ
ン事業の開始

施行
1997- 家電リサイ

クル法・容器包装リ

「エコタウン」形成
(1997-2007)

資 施ハードウエア
事業

リサイクル

装
サイクル法、建設リ
サイクル法、食品リ

サイクル法

-リサイクル再資源化施

設の整備による地域の
廃棄物発生強度の低減リサイクル

事業支援

リサイクル

サイクル法

2000-グリーン購
入法

廃棄物発生強度の低減
-リサイクル産業の形成と

地域の資源循環力のリサイクル
ポート事業

入法
2003廃掃法の改

正による不法投棄

地域の資源循環力の
拡大。

―素材型生産業と循環
の規制型産業の連携

（環境省）循環型社会の拠点としてのエコタウン事業の整備

1997年から2006年までの10年間で 廃棄物の最終処分量の７０％削減と1997年から2006年までの10年間で

経済産業省と環境省が、２６のエコ
タウンを認可して、６２の施設を整
備してきた

廃棄物 最終処分量 削減
循環利用率の６０％増加を支える

資源循環基盤の形成
副産物循環利用（92%）、新規資源代替量
（90万ｔ） 地域循環率（エコタウン内61％）（90万ｔ）、地域循環率（エコタウン内61％）、

CO2削減（間接）量（48万ｔ）の算定；年間

日本エコタウン日本エコタウン
の分布

6
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エコタウンの達成と将来展開2008年全国エコタウン大会＠愛知から

事業 1997 家電リサイクル
都市インフラ「エコタウン」形成

1997-エコタウン事業
の開始

1998 循環型経済社

1997- 家電リサイクル

法・容器包装リサイク
ル法、建設リサイクル
法 食品リサイクル法

都市インフラ タウン」形成
(1997-2007)

-リサイクル再資源化施設の整備

による地域の廃棄物発生強度の
低減1998-循環型経済社

会形成基本法 施行

法、食品リサイクル法
2000-グリーン購入法
2003廃掃法の改正に
よる不法投棄の規制

低減

－リサイクル産業の形成と地域
の資源循環力の拡大。

―素材型生産業と循環型産業の

低炭素都市への貢献地域循環圏の形成

よる不法投棄の規制素材型 産業と循環型産業の
連携

Low carbon cities and 
regions

-national target of

地域循環圏の形成
Resource circulation 

city and region 
-rare metal

アジア都市への展開
Asian model for eco-

efficient cities 30% reduction by 2020-carbon resources

を機 す 持続 能な都 成 向

efficient cities
- water, energy and 
material circulation

エコタウンを機動力とする持続可能な都市・地域の形成に向けて
―資源循環地域― 低炭素都市―自然環境との共生－

地域の循環社会基盤（資源再生・処理施設 循環型動脈産業施設）の立地・集積と廃棄物の発生分布

エコタウンを活用する循環推進の仕組み
環境省「地域循環圏構想・将来ビジョン」策定ガイドライン

地域の循環社会基盤（資源再生・処理施設、循環型動脈産業施設）の立地・集積と廃棄物の発生分布
など地域特性を活かす地域循環圏の整備による重層的な「循環の環（わ）」

(1)里地里山里海
地域循環圏地域循環圏
農山漁村を中心とし
た循環圏で地産地消
的な利活用を推進す
る

(3)動脈産業
地域循環圏
セメント、鉄鋼、非る。

（2）都市・都市近

セメント、鉄鋼、非
鉄精錬製紙等の基
幹産業の基盤やイ
ンフラを活用

（2）都市・都市近
郊地域循環圏
都市近郊の農村地域の
連携も含め、効率的な
資源循環を

(4)循環型産業
資源循環を
構築する。

(4)循環型産業
広域地域循環圏
小型の廃家電リサ
イクル、レアメタル

8

の回収などシステ
ムを形成。
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エコタウンのあり方に向けて

エエ（
エエコタウン成長の課題

エコタウン
パワー

エ
コ
タ
ウ
ン
高

コ
タ
ウ
ン
高

エ
ネ
ル
ギ
ー
特

エコタウン成長の課題

短期

●国際静脈

中長期

エ

高
度
化
事
業

高
度
化
事
業

特
別
会
計
）

国内循環
の強化

設備導入

●国際静脈
物流ハブ

●低炭素コ
ビナ トエ

コ
タ

不 地方創生

設備導入
へ支援
規制緩和

ンビナート

●都市産業
共生拠点

ウ
ン

不
法
投
棄
の

リ
サ
イ

補
助

地方創生
低炭素都市2008－
地域循環圏2008－

静脈メジャー（2011－）

拠点

の
規
制
強
化

イ
ク
ル
法
整
備

助
事
業
の
完
了

静脈メジャ （2011 ）
アジアエコタウン協力（2007－）

1997 2006 2008 2010 2014

化
備 了

エコタウンの取り組みの2010年からの世界での再ブーム

1990年ｰ エコタウンの背景となる理論や研究の進展1990年 エコタウンの背景となる理論や研究の進展

1995年ｰ 各国でエコインダストリアル開発の構想、計画

1997年 日本のエコタウン事業開始；廃棄物の循環拠点1997年ｰ 日本のエコタウン事業開始；廃棄物の循環拠点

事業の実践としては世界の先鞭となる

2005年ｰ 中国、韓国でのエコインダストリアル開発の動き

先例としての日本の タウン（北九州 川崎）の発展先例としての日本のエコタウン（北九州、川崎）の発展

2010年ｰ ヨーロッパでのエコインダストリアル開発の展開

英 産 事英国の国家産業共生事業（NISP）

日本でのエコタウン高度化事業（調査、実証事業）

2015年ｰ G7サミットでIndustrial Symbiosisがテーマに

2015年11月末 パリ・COP２１⇒新しい議定書？ 10
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その４ 高質循環でアジア資源ネットワークのハブ
（エコタウン高度化モデル事業）

調 達 処 理 供 給輸 送 輸送

焼
却
灰

鉄道コンテナ
輸送

セメント資源化
（前処理＆クリンカ製造）

土壌改良材

セメント
北
海
道

機能評価

自
治
体

燃料
需要家食

品
廃
棄
物

バイオマス炭
製造

低含水化処理

液体燃料化

土壌改良材

液体燃料

食炭燃料

機能評価

大
阪
府

収集運搬
燃料

需要家RPF製造 RPF
川
崎
市

廃
プ
ラ

事
業
者

小口
巡回回収

再生樹脂化
製品化

再生樹脂

廃プラ
部品

再生樹脂
製造

再生樹脂

秋
田
県

北

事
業
者

廃
プ
ラ

使

11

解体処理
（高度解体） ワイヤー

ハーネス

部品

銅ナゲット
化

製造

銅ナゲット

再 樹脂北
九
州
市

用
済
製
品

11

2.エコタウンから資源循環イノベーションへ

その１ 循環の安定による産業へ低炭素資源供給

その２ 資源循環の「環」をエネルギーの「環」に
ダブルゼロエミッション
⇒エコタウンを地方創生の拠点に

その３ エコタウンの環境成長戦略としての意義

12
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川崎市における物質フロー（2007年時点の試算）

全体（現状）全体（現状）
現状では半数以上の原料が海外からの新規原料が占めている．

13

１．川崎市における資源循環の現状の整理

国内廃棄物資源を多元化することによる代替資源としての安定化国内廃棄物資源を多元化することによる代替資源としての安定化

川崎市における物質フロー（将来のポテンシャルイメージ）

国内廃棄物資源を多元化することによる代替資源としての安定化国内廃棄物資源を多元化することによる代替資源としての安定化
現状では半数以上の原料が海外からの新規原料が占めている．

エネルギー代替の新規原料をリサイクル資源に転換することで，得られる効果を算定する．

14
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その１ 循環の安定による産業へ低炭素資源供給
―安定的な資源共有としての循環チェーンの構築－

低炭素，資源循環に向けての素材生産から、加工、消費までの生産・消費システ
ム（グリーンサプライ・コンサンプションチェーン）での制度とビジネスモデルの構築

素材産業運搬 廃棄原料採掘 加工産業 消費

資源の地産地消地循

クリーナー・
プ ダク

循環品受入れ生産
プ グ

グリーン消費赤字は プロダクション
グリーン調達

（コプロセシング）
グリ ン消費

地域(循環)消費
赤字は
社会制度

資 輸送 情報 グ

統合的な地域での循環調達生産マネジメント

資源循環型輸送インフラ、情報モニタリングシステム

15

その２ 資源循環をエネルギーの「環」に（ダブルゼロエミッシ

デンマークカルンボーの「くらし・産業共生」モデル

デンマーク カルンボー市 コペンハーゲンから約100km、人口：市街地16500人、市域：
48000人 火力発電所を中心とする、異業種間の廃熱、副産物利用ネットワークを形成

火力発電所

資料提供：カルンボー産業共生センター 16
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バイオ/ イ
サイ ンス

バイオ/ライフ
サイエンス

発電所／素材型産業 処理産業 都市

デンマーク・カルンボーにおける産業共生システム

サイ ンサイ ン

17

Step1: 2008.3, Ulsan’s incineration plant  

韓国におけるエネルギー循環の事業例（蔚山エコ産業団地）

network

Step2: 2009.5, Establishment steam network 
among companies through utility reconstruction

Step3: After 2012, Steam High way project

製油所・
チ 場

Step4: 2012.12, Secondary steam supply 
project of Ulsan incineration plant

Step5: After 2013, Construction of steam 
network by steam regeneration & distribution in

化学工場

埋立地

エチレン工場network by steam regeneration & distribution in 
Youngyeon industrial area

化学工場

埋立地

200000

250000

800

1000

1200

年間経済便益

化学工場

化学工場

焼却場
100000

150000

400

600

800

[t
o
n
‐C
O
2
/年

]

[1
0
億
K
R
W
] CO2削減効果

投資額

18

特殊化学
製品工場

1km
0

50000

0

200

step1 step2 step3 step4 step5
Source) Jun-Mo Park ,et al.: Energy and greenhouse gas reduction through stepwise Industrial symbiosis project in petrochemical cluster in Ulsan, 

K ISIE2013
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オランダのOCAP

オランダの例 産業施設のCO2の施設園芸利用の事例

 約95万m3／年工場のCO2とオランダのOCAP
（園芸用の有機物利
用によるCO2消化）

約 年
の天然ガスを
削減

 170 000t CO

場 2

熱を施設園芸
で利用。

2

プロジェクト
 170,000t-CO2

／年の削減。
出典：
http://www ocap nl/

地上を走るパイプライン

http://www.ocap.nl/

半閉鎖型の施設園芸

アムステル
ダムハーグ

ロッテルダム
製油所
（Shell)

100kmのパイプラインで550の施設
園芸にCO2を供給

19

産業間の資源・エネルギー循環を農業・都市の連携に展開

エコタウン
周辺企業

エコタウンの素材
エネルギ 工場

CO2排出量
排熱ポテンシャル

高温熱
蒸気抽気

周辺企業エネルギー工場
発電／製鉄／
セメント／化学 企業の新規立地

コスト削減効果
CO2削減効果

煙突排熱

植物工場

CO オフセ ト効果 減

熱・CO2

減効果

地域住民

CO2オフセット効果 CO2削減効果
雇用創出効果

低温熱

地域住民

• 火力発電所の排熱を活用して、周辺に大規模植物工場を展開し
民生需要に低温熱を供給

20

民生需要に低温熱を供給

• 産業施設の周辺には熱需要が小さいため、既存工場・植物工場と
の連携が重要
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資源・エネルギー循環を高度化する環境・産業都市実装

産業プロセス
イ ベ

生産
モデル

生態系
デル

森林・都市連携 産業・都市共生ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ

地域の資源・エネルギーを高度に活用するシステムと効率化のためのモニタリング・制御

森林
バイオ
マス

循環
資源

インベントリモデルモデル

伐採搬出
モデル

輸送
モデル （輸入）

化石資源
資源代替
モデル

¥¥¥

マス
産業施設
(火力発電所)輸送

モデル 化石燃料
代替効果ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ

地域循環圏

周辺地域

スマート

循環規模
最適化

循環
資源 廃熱

再生
資源

エネルギー
質的評価

空間需給
統合解析スマート

資源循環拠点
拠点規模別
インベントリ

統合解析¥¥¥

都市空間制御 将来人口 資源価格

地区自立エネルギー
ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ

地域環境ｴﾈﾙｷﾞｰ

空間設計 将来設計

21

都市空間制御 将来人口, 資源価格 地域環境ｴﾈﾙｷ ｰ
ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ・制御センターエコタウン

事業

•地域別の環境対策導入 シナリオ 環境対策の効果

東京都市圏における環境対策のモデル分析検討会から

•地域別の環境対策導入

•土地利用(コンパクト化)

エネルギ 需給(全体)モデル

シナリオ
(2020年、2030年、2050年)

• 交通利便性向上
• 経済効果

• 省エネルギー・低炭素
• 資源循環
• ヒートアイランド緩和

•

環

•

環
応用一般

均衡モデル
環境技術

評価モデル

エネルギー需給(全体)
経済効果

モデル

将
来

(

東京都市圏

(東京都・神奈川県・

環
境
・都
市

環
境
・都
市

均衡モデル評価モデル
交通建物

来
マ
ク
ロ
フ

(

人
口
・産
業 (東京都 神奈川県

埼玉県・千葉県)
市
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ニ

土地利用・
交通モデル

建設ストックマネ
ジメントモデル

地域

フ
レ
ー
ム

業
活
動
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材
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ニ
ュ
ー
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等

資源循環
モデル

地域エネル
ギーモデル

ヒートアイラン
ドモデル

等)
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環境社会、地方創生を実現するための対策の中での位置づけ

その３ エコタウンの環境成長戦略としての意義

⇒ 簡易な構造で様々な対策・技術の効果を瞬時に算定
自治体スケールで資源循環、エネルギー需給での貢献
国 地域 温暖化対策計画等 反映国・地域の温暖化対策計画等への反映

環境技術評価モデルによる将来排出量・削減量の算定イメージ(産業部門)

23東京圏モデル検討会資料から抜粋、加工

• X. Chen, T. Fujita, et.al.；The Impact of Scale, Recycling Boundary and Type of Waste on Urban Symbiosis: An 
Empirical Study of Japanese Eco-Towns, Journal of Industrial Ecology, 2012

本日の発表に関連する主な論文等

• Satoshi Ohnishi, Tsuyoshi Fujita, Xudong Chen, Minoru Fujii；Econometric Analysis of the Performance of 
Recycling Projects in Japanese Eco-Towns, Journal of Cleaner Production, (modified), 2011

• 藤田壮；グリーン・イノベーションを推進する環境都市システム，環境情報科学，Vol.40(3), pp.46-51, 2011

• 藤田壮；地域循環圏とその拠点形成の展開に向けて，The Circular Regions and its Deployment of Base 
F ti 季刊「環境研究 公益財団法人日立環境財団 12 18 2011Formation， 季刊「環境研究」，公益財団法人日立環境財団，pp.12-18，2011

• T. Fujita, et.al.；3-2 Regional Management of Waste Circulation and Eco-Industrial Networks，Establishing a  
Resource-Circulating Society in Asia: Challenges and Opportunities, pp.1-24, UNU Press, 2011

• 大西，陳，藤；エコタウン事業の地域循環特性に関する実証研究，環境ｼｽﾃﾑ研究論文集，Vol.38, pp.429-437, 2010

Y G T F jit X Ch E l ti f I ti M i i l S lid W t M t th h U b• Y. Geng, T. Fujita ,X. Chen; Evaluation of Innovative Municipal Solid Waste Management through Urban 
Symbiosis: A Case Study of Kawasaki, Journal of Cleaner Production, Vol.18, pp.993-1000,2010

• S. Hashimoto, T. Fujita et. al.；Realizing CO2 Emission Reduction through Industrial Symbiosis: A Cement 
Production Case Study for Kawasaki, Journal of Conservation and Recycling, Vol.54(10), pp.704-710, 2010

• R V Berkel T Fujita Shizuka Hashimoto Yong Geng Industrial and Urban Symbiosis in Japan : Analysis of• R. V. Berkel, T. Fujita, Shizuka Hashimoto, Yong Geng；Industrial and Urban Symbiosis in Japan : Analysis of 
the Eco-Town Program 1997-2006，Journal of Environmental Management, Vol.90,pp.1544-1556, 2009

• R.V. Berkel, T. Fujita, et.al.；Quantitative Assessment of Urban and Industrial Symbiosis in Kawasaki, Japan, 
Environmental Science & Technology , Vol.43, No.5, pp.1271-1281, 2009

• Looi-Fang Wong Tsuyoshi Fujita Kaiqin Xu； Evaluation of Regional Bio-Energy Recovery by Local Methane• Looi-Fang Wong, Tsuyoshi Fujita, Kaiqin Xu； Evaluation of Regional Bio-Energy Recovery by Local Methane 
Fermentation Thermal Recycling Systems, Journal of Waste Management,Vol.28, pp.2259-2270, 2008

• 藤田 監修，「エコタウン・環境産業進行形」環境調和型まちづくり事例集，経済産業省，2007

• l藤田・長澤，大西他；川崎エコタウンでの都市・産業共生評価，環境システム研究論文集，Vol.35, pp89-100, 2007

• 藤田他共著 環境科学 6章「循環型社会」 pp 162-173 専門基礎ライブラリー 実教出版 2006• 藤田他共著，環境科学，6章「循環型社会」， pp.162-173，専門基礎ライブラリ ，実教出版，2006

• 大西，藤田他；循環型産業システムの計画とその環境改善効果の算定‐川崎エコタウンにおける循環セメント事業の
ケーススタディ‐環境システム研究論文集，Vol.33，pp.367-376, 11,2005

• 藤田，盛岡通他；循環型の産業集積開発事業の計画と評価，環境システム研究論文集，Vol.28,pp.285-293,2000
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平成２７年１１月５日

平成２７年度全国エコタウン会議

歴史・技術・地域が支えるあきたエコタウン活動技 あ 動

秋田大学 柴山 敦秋田大学 柴山 敦

（発表協力：秋田県産業労働部資源エネルギー産業課）

1

主な発表内容

秋田県エコタウンの概要

秋田県北部エコタウン活動から秋田エコタウンプラン（全県化）へ

秋田エコタウンプランへの展開と活動秋田エコタウンプランへの展開と活動

今後に向けて
秋田で育まれた資源循環へのアプロ チ

小坂鉱山 山神社から撮影した小坂製錬と小坂町

秋田で育まれた資源循環へのアプローチ

2
小坂鉱山（1930年代の撮影）

wikipedia_小坂鉱山より
wikipedia_小坂製錬より小坂製錬HPより
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秋⽥県北部秋⽥県北部エコタウン（承認：平成１１年１１月１２日）
白神山地世界自然遺産

９市町村９市町村
大館市

鹿角市

小坂町

十
和
田
・

米代川 能代市

藤里町
八峰町

・秋田県２５市町村（１３市９町３村）

９市町村９市町村
小坂製錬

八郎潟町

▲

阿仁川

八
幡
平
国
立
公
園

森吉山県立自然公園
上小阿仁村

北秋田市三種町

男鹿市

大潟村

五城目町

秋 県 市町村（ 市 町 村）

市部：能代市・北秋田市・大館市・

鹿角市・秋田市・男鹿市・潟上市・由利

本荘市・にかほ市・大仙市・仙北市・横

秋田市

阿仁川

仙北市井川町

本荘市・にかほ市・大仙市・仙北市・横

手市・湯沢市

郡部：小坂町・三種町・八峰町・藤里町・五城

大仙市

三郷町

潟上市目町・井川町・八郎潟町・美郷町・羽後

町・上小阿仁村・大潟村・東成瀬村

横手市

東成瀬村羽後町

由利本荘市

にかほ市

（概 要）
秋⽥県北部エコタウン計画から

湯沢市
秋⽥エコタウンプランへの拡⼤と今後の期待

3

秋⽥県北部エコタウン計画策定の経緯
背 景

○昭和６０年のプラザ合意以降の急激な円高により、黒鉱鉱山は衰退し、平成６年３月に県内全ての鉱山が閉山

○既存の製錬所の維持発展と鉱山に代わる産業の創出、新しい雇用の場の確保が喫緊の課題

国 小坂鉱山の栄枯盛衰

通商産業省 リサイクルマインパーク構想（平成７～１０年度）

鉱山技術、施設、立地等を最大限に活用して、廃棄物中の非鉄金属を回収することにより減容化無害化等を図

り、非鉄金属資源の循環型社会システムを構築推進する構想

廃自 車 廃家 廃 廃 機 を 象 東 本 構想実 能性

独自の技術進化

○廃自動車、廃家電、廃電池、廃ＯＡ機器を対象に、東日本における構想実現の可能性について、ネットワー

ク化調査を実施

○調査地域として花岡鉱山・小坂製錬所を中心とする北東北地域を選定

○小坂製錬（株）が、廃電子基板から金、銀、銅等を回収する実証試験を実施（県13,999千円補助）

○有用金属リサイクル促進事業（平成９年度）

○小坂製錬（株）が、廃電子基板から金、銀、銅等を回収する実証試験を実施（県 , 千円補助）

県

県内の電子部品、機械製品工場等から排出される金属含有廃棄物の実態調査、回収技術、システムを検討

○秋田県リサイクルマインパーク推進事業実施（平成１０年度～）

・秋田県北部エコタウン計画の基礎調査（平成１０年度）

家電リサイクル事業化可能性調査（平成１１ １２年度）

2008年（H20年） 小坂地区でリサイクル原料
に特化した新型製錬設備が本格稼動・家電リサイクル事業化可能性調査（平成１１～１２年度）

・北東北三県家電リサイクルシステム構築事業（平成１１～１３年度）など

に特化した新型製錬設備が本格稼動

4
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秋⽥県北部エコタウンの基本コンセプト

豊かな自然と共生する環境調和型社会の形成豊かな自然と共生する環境調和型社会の形成

鉱業関連基盤の活用によ
る金属リサイクル産業の

住民参加による一般ごみ等
る金属リサイクル産業の

推進

民
の減量化と再資源化

環境と調和した地域社会

地域産業の連携による
新エネルギ 産業の導入

環境と調和した地域社会

新産業の創出 新エネルギー産業の導入

5

秋⽥県北部エコタウン ハード事業の概要

電 気 事 業

家電リサイクル事業 廃プラスチック利用新建
材製造事業

鉱 業 林 業 電 気 事 業

石炭灰・廃プラスチック活用二次
製品製造事業

材製造事業家電リサイクル法の施
行に合わせ、鉱業関連
基盤を活用し、廃家電
等のリサイクルを行う

各産業から出る廃棄物の複合
による高機能新素材を製造す
る事業

能代火力発電所の石炭灰とプ
ラスチックから二次製品を製
造する事業

製品製造事業

リサイクル製錬拠点形
成事業

等のリサイクルを行う
事業

る事業

廃プラ 廃木材

石炭灰

ﾌﾟﾗｽﾁ ｸ
Ｕ字側溝

ハイブリット新建材廃電子基板類から有価金
属を回収する事業

新エネルギ (風力)

ﾌ ﾗｽﾁｯｸ

農 業

資源循環型社会の形成 一般ゴミや鶏糞を原料に天然
ゼオライトを活用して高機能
コンポストを製造する事業

新エネルギー(風力) コンポストセンター整備事業

大規模風力発電事業

リサイクルプラザ整備事業 コンポストを製造する事業

完熟堆肥

鶏 糞

ゼオライト粉末 生ゴミ

びん、缶、ペットボトル等の分別回収
等を行う事業

リサイクルプラザ整備事業

6
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主要４事業ほか主要４事業ほか
リサイクル製錬拠点形成事業

＊秋田県北部エコタウンエリア活動
紹介資料より引用／出典

家電リサイクル事業

石炭灰 廃プラスチック活用二次製品製造事業

廃プラスチック利用新建材製造事業

石炭灰・廃プラスチック活用二次製品製造事業

大規模風力発電大規模風力発電

＊リサイクルネットワークや市⺠参加型シンポジウム＆イベント活動などソフト事業と
も連携

7

県北部エコタウン

地域

8
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◆ レアメタル等金属リサイクルの推進◆ レアメタル等金属リサイクルの推進

◆ 温暖化対策に向けた廃プラスチックの
リ リサイク 推進マテリアルリサイクルの推進

◆ 企業間ネットワークの構築によるリサイクルの推進◆ 企業間ネットワークの構築によるリサイクルの推進

◆ 東南アジア地域との交流による◆ 東南アジア地域との交流による
環境・リサイクルビジネスの推進

9

（１）石炭灰有効利用可能性調査事業

（ ）副産物リサイク 推進調整事業（２）副産物リサイクル推進調整事業

（３）環境・リサイクル産業PR事業

（４）県立高校等資源リサイクル環境教育支援事業

（５）レアメタル等リサイクル資源特区推進事業

（６）各種支援事業

①環境調和型産業集積支援事業①環境調和型産業集積支援事業

②あきた企業立地促進助成事業 など

10
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工事現場へ

県内の石炭灰県内の石炭灰

FA：85%
CA：90%

セメント会社（県外）
工事現場へCA：90%

現現 状状

石炭
排出事業者

リサイクル事業者
（土木・建設会社等）

フライアッシュ（FA）

コンクリート二次製品（例）

クリンカアッシュ（CA）

石炭
排出事業者

（石炭火力発電設備）

（土木 建設会社等）

公共工事等（例）目的
能代火力3号機をはじめ、今後

JIS灰を利用

FA：8～10%

新たな有効利⽤に関する可能性調査新たな有効利⽤に関する可能性調査

能代火力3号機をはじめ、今後

石炭火力発電所の増加による
石炭灰排出量増大

・現状調査

最終処分場
新たな事業化の可能性調査に
より、県内ｺﾝｸﾘｰﾄ製品製造事業
者等の新規事業創出を支援

・有効利用方法に関わる調査

（県外事例やシーズ調査）

・事業化に向けたﾓﾃﾞﾙｹｰｽの提案 11

・液晶テレビや太陽光発電システムの急激な普及
・小型家電法施行による使用済小型家電の回収量増大

液晶パネルや太陽光パネル(PVパネル) 小型家電から金属を液晶パネルや太陽光パネル(PVパネル)、小型家電から金属を
分離するとガラスやプラスチックなどの副産物が大量発生

副産物リサイクル事業化可能性調査（H25）

マッチング
ガラス排出事業者 ガラスリサイクル事業者

プラスチックリサイクル事業者プラスチック排出事業者

副産物リサイクル事業化推進マッチング会議（H26）副産物リサイクル事業化推進 ッチング会議（ ）

県内関連企業県内関連企業55社に社による商談を実施よる商談を実施

12
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小型家電のリサイクル
１）背 景
 使用済小型家電等には、多種多様の有用金属が含有されているが、一般廃棄

物として処理される とが多い

小型家電のリサイクル

物として処理されることが多い。
 通常の金属リサイクルとは違ったシステムの構築を図る必要がある。
 世界的にはE‐Wasteと呼ばれており、有害性を考慮する必要がある。
 秋田県北部地域は 資源リサイクルでは最も実績があり施設も整っている 秋田県北部地域は、資源リサイクルでは最も実績があり施設も整っている。
２）課 題
使用済小型家電の多くは、一般廃棄物として処理されており、リサイクルを推進

するためには既存制度との整合性を考慮する必要がある。するためには既存制度との整合性を考慮する必要がある。

リサイクルするためには、徹底した収集費用の低減が必要で、住民の協力の仕
方が重要である。

３）期待される効果
住民参加型リサイクルによる資源の有効利用の促進
金属資源循環及び安定確保による国内産業への寄与
廃棄物の減容化による最終処分場の延命化
適切な処理による環境汚染の防止適切な処理による環境汚染の防止

13
今後に向けて＆課題の一つ

（１） レアメタル等リサイクル資源特区の概要

14
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15

【ボックス回収】 【ピックアップ回収】小型家電の回収方法

金属リサイクルの効率化と小電リサイクル法のためにも

【ボックス回収】 【ピックアップ回収】

回収方法 市町村数

ボックス １０

ピックアップ ３ピックアップ ３

ボックス＋ピックアップ １０

特区における回収⽬標特区における回収⽬標
メリット ：設置、維持管理が容易
デメリット：回収品目が限定される

回収量が少ない

メリット ：回収品目が限定されない
回収量が多い

デメリット：費用負担が大きい

特区における回収⽬標
６００トン／年

（平成２８年度末）

特区における回収⽬標
６００トン／年

（平成２８年度末）

⼩型家電の回収量を増加するた
めには、ピックアップ回収が効
⼩型家電の回収量を増加するた
めには、ピックアップ回収が効

・⼈件費等の費⽤負担が⼤きく
取り組みづらい。
・⼈件費等の費⽤負担が⼤きく
取り組みづらい。

・ピックアップを⾏っていない
市町村では、回収されない⼩型
・ピックアップを⾏っていない
市町村では、回収されない⼩型

ピックアップを実施していない
小型家電対策に

果的！果的！ ・取り組みに関する国等からの
継続的な⽀援措置はない。
→市町村の⾃助努⼒による取組

・取り組みに関する国等からの
継続的な⽀援措置はない。
→市町村の⾃助努⼒による取組

家電を含む⾦属系使⽤済製品は、
「不燃ごみ」や「その他ごみ」
と同様に処理されている。

家電を含む⾦属系使⽤済製品は、
「不燃ごみ」や「その他ごみ」
と同様に処理されている。

16

小型家電を含む金属系使用済製品の回収量を伸ばすにはピックアップ回収が効果的！小型家電を含む金属系使用済製品の回収量を伸ばすにはピックアップ回収が効果的！

しかし、経費負担が重く取り組めない！しかし、経費負担が重く取り組めない！

― 32 ―



有価金属含有一般廃棄物リサイクル推進事業

不燃系廃棄物処理の最適化に向けた調査不燃系廃棄物処理の最適化に向けた調査
（不燃系廃棄物のリサイクルに関するポテンシャル調査）

本事業の狙い本事業の狙い 秋田県として自治体へのヒアリング、サンプ

ル調査 有識者等による検討会など１ ⼩型家電等⾦属系使⽤済製品の回収量の増加
スケールメリットを活かした⼀括回収により、特区事業における⾦属系使⽤済製品の回収量の増

加に繋げる。

１ ⼩型家電等⾦属系使⽤済製品の回収量の増加
スケールメリットを活かした⼀括回収により、特区事業における⾦属系使⽤済製品の回収量の増

加に繋げる。

ル調査、有識者等による検討会など

２ 市町村の⼀般廃棄物処理コストの削減（リサイクル率の向上） ⇒ 廃棄物の広域処理
個々の市町村が単独に処理施設を稼働する代わりに、各地の廃棄物を集約することで⼀定規模の

量を確保し、かつ継続的に処理することで市町村の処理負担を減らし、処理コストの削減に繋げる。

２ 市町村の⼀般廃棄物処理コストの削減（リサイクル率の向上） ⇒ 廃棄物の広域処理
個々の市町村が単独に処理施設を稼働する代わりに、各地の廃棄物を集約することで⼀定規模の

量を確保し、かつ継続的に処理することで市町村の処理負担を減らし、処理コストの削減に繋げる。

３ 環境・リサイクル産業の育成 ⇒ ⼀般廃棄物リサイクルビジネスの創出
⼀定量を継続的に処理することで規模の経済が成り⽴つことにより、設備導⼊や処理技術の向上、

⼜、新たな雇⽤の促進に繋げ、環境・リサイクル産業の活性化を図る。

３ 環境・リサイクル産業の育成 ⇒ ⼀般廃棄物リサイクルビジネスの創出
⼀定量を継続的に処理することで規模の経済が成り⽴つことにより、設備導⼊や処理技術の向上、

⼜、新たな雇⽤の促進に繋げ、環境・リサイクル産業の活性化を図る。

一般廃棄物のリサイクル率

平成２４年度 ：１７．７％
平成２７年度 ：２４ １％

一般廃棄物のリサイクル率

平成２４年度 ：１７．７％
平成２７年度 ：２４ １％

小型家電等金属系使用済製品の回収量

平成２６年度：１６０トン（見込み）
平成２８年度：６００トン

小型家電等金属系使用済製品の回収量

平成２６年度：１６０トン（見込み）
平成２８年度：６００トン

環境・リサイクル関連対象企業の
製造品出荷額等

平成２５年度：１４５億円

環境・リサイクル関連対象企業の
製造品出荷額等

平成２５年度：１４５億円

17

平成２７年度 ：２４．１％
全国（Ｈ２４）：２０．４％
平成２７年度 ：２４．１％
全国（Ｈ２４）：２０．４％

平成２８年度：６００トン平成２８年度：６００トン 平成２５年度：１４５億円
平成２９年度：１９９億円
平成２５年度：１４５億円
平成２９年度：１９９億円

レアメタル等リサイクル資源特区レアメタル等リサイクル資源特区 第２次秋田県循環型社会形成推進基本計画第２次秋田県循環型社会形成推進基本計画 第２期ふるさと秋田元気創造プラン第２期ふるさと秋田元気創造プラン

あきたアーバンマイン開発マイスター養成コース
ー学校教育法に基づく履修証明プログラムー

秋田県内
各地

秋田大学と秋田県が協力して開講

フィールド研修

社会人

学 生 主要講師陣：秋田大学、秋田県からも派遣

各地
（エコタウンエリア等）

講義

（資源学 リサイクル工学 社会学）

課題研究（総合討論）
養成期間１年

年間10名程度

東北大学 東京大学 早稲 大学

（資源学，リサイクル工学，社会学）

多彩な講師陣

修了認定
実習，演習

外部連携機関
（外部講師陣）

東北大学，東京大学，早稲田大学，

産総研、JOGMEC、エコタウン企業ほか

修了生 「アーバンマイン開発マイスター」
（前進 事業から数え 名以上育成）

環境・リサイクル活動や地場産業への貢献，起業，

ビジネス支援，環境教育，関連業界への就職など

（前進の事業から数えて80名以上育成）

履修証明書や認定証の発行 18
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地域が育てるエコタウン

小型電気電子機器回収プロジェクト
のキャラクター（ちょっと古いですが・・・・）

19
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